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アロマフリー型大豆油インキを使用
しています。

古紙配合率100％再生紙を
使用しています。
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　日新電機は、昨年2004年5月に初めて「環境報告書2003」を

ホームページで公開しましたが、今回の「環境報告書2004」は、

ホームページでの公開に加えて冊子も作成することにしまし

た。本報告書の作成にあたっては、環境省の「環境報告書ガイド

ライン2003年度版」を参考にしました。

　当社は、環境方針に従って「省エネルギー」など、5つの重点項

目について環境保全活動を推進しております。2003年度は特

に、省資源、省エネルギーなど「環境に配慮した製品づくり」に

注力してまいりましたので、製品のコンパクト化活動を中心に

紹介することにいたしました。

　また、当社は従来から、環境保全活動は企業の社会的責任

(CSR)の一環であるという考え方に立って進めてまいりまし

た。本報告では環境保全活動の前提になる「企業倫理」「企業行

動憲章」などについてもその概要を報告いたします。

　当社では、これからも環境報告書を一歩一歩、充実した内容

にしていく所存です。みなさまからのご意見、ご感想などをい

ただければ幸いです。

報告対象期間（2003年４月１日～2004年３月31日）
　　(一部2002年度以前、および2004年度の活動内容も含む)
　　発　行　日：　　2005年3月28日
　　次回発行予定：　2005年12月
　　前回発行日：　　2004年5月

報告対象分野： 環境側面、社会的側面（一部報告開始）
ホームページ： http://nissin.jp/
お問合せ先： 環境グループ 
　　　　　　TEL（075）864-8913　FAX（075）864-8431

　　　　　　広報グループ 
　　　　　　TEL（075）864-8849　FAX（075）864-8571
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報告範囲
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ハイライト
製品のコンパクト化を通じた社会貢献　　＞＞Ｐ5

材料加工から製造、輸送、据付、使用、

廃棄に至るまでの製品ライフサイク

ルにおいて、環境負荷を低減していく

のに最も効果が高いのは「機器のコン

パクト化」と考えます。当社は、ライ

フサイクルアセスメント（LCA）に基

づいてさまざまな「環境配慮製品」の

開発を進めています。また、製品が環

境に与える影響の度合いを評価する

しくみを構築しています。

ごあいさつ／ハイライト
編集方針／報告範囲／目次

環境理念・方針／環境マネジメントシステム
2003年度環境マネジメントプログラム活動結果
製品を通じた環境・社会への貢献
　・ 製品のコンパクト化を通じた社会への貢献
　・ 環境に優しい製品紹介
事業活動における取り組み
　・ グリーン調達・グリーン購入
　・ 省エネルギー活動の推進
　・ 省資源・リサイクル・ゼロエミッション活動
　・ 温室効果ガスの排出量削減
　・ 環境汚染防止活動 
環境コミュニケーション

社会性報告
　・ 企業行動憲章・企業倫理
　・ お客様満足を目指した当社の取り組み
　・ 安全衛生・健康管理
　・ 社会貢献活動

参考情報
　・ 環境保全への取り組み経過／環境教育等
　・ Input Output
　・ 会社概要・企業データ

編集方針
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報告範囲とISO14001認証取得状況（全ての国内製造拠点で取得）
日新電機グループの国内全生産拠点を中心に報告

日新電機株式会社（本社・前橋製作所）国内関係会社 （下記参照）

　2004年は、記録的な猛暑に続いて、秋からは台風・ハリ

ケーンが立て続けに東アジアや北米に襲来、さらに11月

の中越大地震、そして年末にはスマトラ沖大地震と大津

波による莫大な被害と、まさに「地球の怒り」が世界中で

荒れ狂った一年でした。科学的な因果関係はともかく、こ

れらの自然災害は、大自然が人類に対して鳴らす警鐘の

ように思われてなりません。21世紀の人類が、こうした大

いなる地球環境と共生していくためにも、より一層環境

負荷の低減活動に取り組んでいくことが企業活動の使命

であると当社は考えております。

　当社はGIS、変圧器、コンデンサなどの受変電設備の提供

を通じ、数十年にわたって社会へのエネルギー供給に寄与

してきた企業です。これまでにも「人と技術の未来をひら

く」をスローガンに、省エネや長寿命化などの技術開発を

進め、環境負荷を低減しながらお客様にも満足していただ

ける製品を提供することで社会に貢献していくことを理

ごあいさつ

日新電機株式会社
代表取締役社長

念として活動してまいりました。その中で、製品開発の最重

要テーマとして、一貫して「コンパクト化」を掲げてまいり

ました。小型・軽量の製品は、省力化や設備コストの削減と

いったお客様のニーズに応えるだけでなく、材料、製造、輸

送、据付、使用、廃棄といった製品ライフサイクルのすべて

の段階で、環境負荷を低減できるからです。製品のコンパ

クト化を目標に、全社一丸となって技術開発を進めてきた

結果、現在では「コンパクト化の日新」として広く知られる

に至っております。当社では、今後も事業活動全体を通じ

て環境負荷低減に努めるとともに、ライフサイクル全体で

環境負荷を低減していけるような製品の開発に尽力し、み

なさまのご期待に応えてまいる所存です。

　今回の報告書では、2003年度の当社および関係会社に

おける国内の環境保全活動の成果に加えて、社会活動に

ついても一部報告を開始しました。みなさまにご高覧い

ただき、忌憚のないご意見をいただければ幸いです。

グリーン調達ガイドラインを改定   　　   　＞＞Ｐ8

2004年10月、製品中の化学物質の管理を強化する

ために、当社のグリーン調達ガイドラインを改定し

ました。

分別計量管理システムで廃棄物削減　　   ＞＞Ｐ9

1999年度より導入し、排出物の分別の徹底

により、排出量の削減とリサイクル率の向上

に貢献しています。

日新電機（株）

（株）NHVコーポレーション（NHVC）

日新テクノス（株）（NTK）

日新イオン機器（株）（NIC）

（株）日新ビジネスプロモート（NBP）

日新受配電システム（株）（NPD）
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今後の拡大予定は以下の通りです　
　日新電機タイ株式会社（タイ）

　日亜電機股份有限公司（台湾）

　日新電機（無錫）有限公司（中国）

　日新（無錫）機電有限公司（中国）

　北京北開日新電機高圧開閉設備有限公司（中国）
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　「環境方針」、および事業活動、製品、サービスに関する「環境影

響評価結果」に基づいて環境目的と目標を設定しています。また、そ

れらを達成していくためにISO14001に基づいた環境マネジメントシ

ステムを構築し、その維持管理に努めています。

環境方針経営層による
見直し

点検および是正処置
・監視および測定
・不適合並びに是正および予防処置
・記録
・環境マネジメントシステム監査

・環境側面
・法的およびその他の要求事項
・目的および目標
・環境マネジメントプログラム

実施および運用
・体制および責任
・訓練、自覚および能力
・コミュニケーション
・環境マネジメントシステム文書
・文書管理
・運用管理
・緊急事態への準備および対応

計画

継続的改善

マネジメントシステム概念図

環境理念・方針／環境マネジメントシステム

　当社では、下に示した組織体制により、全社横断的な環境マネジ

メント活動を推進しています。

　活動にあたっては、「環境管理総括者」（環境担当役員）が基本

方針および活動の方向性を決定し、これに基づいて「環境管理責任

者」が、全社の環境管理業務を統括・推進します。各部門では「環境

部門責任者」および「環境対策責任者」をリーダーとして、部門内で

の環境活動を遂行します。

　また、事業活動における環境マネジメントシステムの継続的な妥

当性、適切性、有効性を保つとともに環境パフォーマンスの堅調な

改善を図るための最高審議機関として、環境管理総括者を委員長

とする「全社環境委員会」を設置し、年１回以上の定期委員会のほ

か、必要に応じて臨時委員会も開催しています。全社環境委員会の

下部組織としては、各種環境課題の解決を図るための専門部会*を

設置し、全社的活動を実行しています。

環境管理総括者

環境管理責任者

事  務  局

全社環境委員会

専門部会＊

内部環境監査員

梅津 九条 十条 久世

京都地区 前橋地区

品質・環境・安全センター
環境管理グループ

環境部門
責任者

環境部門
責任者

環境部門
責任者

環境部門
責任者

環境部門
責任者

環境対策
責任者

環境対策
責任者

環境対策
責任者

環境対策
責任者

環境対策
責任者

前橋

マネジメントシステム体制図

全社横断的な環境マネジメント活動を推進 ISO14001に基づいて
環境マネジメントシステムを構築

 ［環境理念］
　日新電機（株）及びその関係会社は地球環境の保全が人類共通
の重要課題と認識し、企業活動のあらゆる面で、環境の保全と調
和に配慮して行動する。
　当社は受変電設備、調相設備、制御システム、ビーム応用装置等
の開発、設計、製造、販売、据付、保守・点検及びサービスを行って
いることを踏まえ、次の環境方針に基づき行動する。

［環境方針］
１. ISO14001に基づく環境マネジメントシステムに従い、環境 汚染の予防
　を推進すると共に、環境負荷の低減とその継続的改善に努める。

2. 製品の設計から使用、廃棄に至るまでのライフサイクルにおい
　て、環境に配慮した製品づくりを行う。

3. 事業活動全般の環境影響評価を行い、環境目的・目標を定め、
　定期的に見直しを実施する。

環境理念・方針
4. 環境関連の法規、規制及び協定、受入を決めたその他の要求事項を  
　遵守すると共に、自主基準を設けこれを管理する。

5. 環境負荷の低減を目指した次の活動を重点的に取り組む。
 （1）省エネルギー活動により、電力を主体としたエネルギー使用量の
　　  低減を促進し、併せて炭酸ガスの発生量を削減する。
 （2）資源を有効に活用するため、資源の節約と木屑、紙屑、廃プラス
　　   チック等の廃棄物の削減・再利用を促進する。
 （3）地球温暖化に影響をおよぼす電気絶縁ガス（SF6）の大気への排
　       出を抑制する。
 （4）排水、油及び化学物質の漏洩等による環境汚染を防止する。

6. この環境方針は、社内教育及び啓発活動等を通じて全従業員並びに
　全構成員に周知すると共に、一般にも開示する。

2000年10月1日  制定　2001年5月1日 改定　2004年3月31日  改定

＊専門部会は、省エネルギー部会、省資源・リサイクル部会、環境に優しい製品部会などです。
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　環境活動の推進にあたっては、環境方針を具体化した「全社環

境目的（2006年度到達目標）」および各年度ごとの「全社環境目

標」を定め、さらに各部門においても環境目的および年度ごとの

環境目標を設定しています。そして、これらの目的・目標を達成

していくために、全社および各部門のそれぞれにおいてマネジ

メントプログラムを作成し、計画的に活動を実施しています。

　2003年度の全社の重点活動項目は、下表の通りです。この中

では「省エネ推進目標」が未達成となりましたが、その他の目標

については達成することができました。

活動項目

環境に配慮した
製品づくり

P 9

P 8

P 5

P 7

P 9

P10

P11

省エネ推進**
(電力主体)

省資源・
リサイクル活動

SF6の大気排出
削減

環境汚染防止

環境コミュニケー
ション

環境目的

2006年度 2004年度 2003年度
環境目標 環境目標 実績 評価

…目標達成

参照特徴的な活動・改善ポイント

｢環境配慮設計基準」に
よる活動
・評価点up*
・有害物質含有調査

｢環境配慮設計基準」に
よる活動
・評価点up*
・有害物質含有調査

グリーン調達ガイドラ
インに基づく取引先に対
しての要請・指導

リサイクルできていない
廃棄物の排出量、423t削減
1999年度基準＝796t

リサイクルできていない
廃棄物の排出量、419t削減

廃棄物総排出量 を1999年
度2,497tに対して18.8％
（469t）削減

鉛の不含対応完了 鉛の不含対応の検討

グリーン調達ガイドラ
インの更新（特定化学物質
の含有度・規制物質名の明
確化）

グリーン調達推進指針運
用・維持・向上

梱包用木材使用量1999年
度582tに対し54.5t削減

｢環境配慮設計基準」に
よる活動
・評価点up*
・有害物質含有調査試行

生産高CO2原単位
・1990年度に対し、17.2％ 
  削減
  （0.251（t-CO2/百万円））
  1990年度基準

　＝0.303（t-CO2/百万円）

生産高CO2原単位
・1990年度に対し、12.8％ 
  削減
  （0.264（t-CO2/百万円））

大気排出率3.0％ 以下
1999年度基準＝25.5％

排水、油、有害物質の排出・
漏洩による環境汚染の防止
策の継続

化学物質排出量
・2001年度16,060kgに対し、
  12％（1,927kg）削減

環境報告書発行 環境報告書発行 環境報告書発行 発行 HPで公開

化学物質排出量
・2001年度16,060kgに対し、
  11％（1,766kg）削減

化学物質排出量
・2001年度16,060kgに対し、
  5％(800kg)削減

10.0％（1,600kg）
削減

排水、油、有害物質の排出・
漏洩による環境汚染の防止
策の継続

汚染防止策実施（銅漏洩防
止）化学物質保管・取扱規定
遵守、改善等

大気排出率3.0％ 以下

ゼロエミッション
・埋立廃棄物を１％以下達 
  成継続

ゼロエミッション
・埋立廃棄物を1％以下達
  成のための施策検討完了

総エネルギー量
・1999年度に対し、8.0％
  削減
  1999年度基準＝313,635GJ

・「環境配慮設計基準」による活動
を開始し、改善製品をリリース

・取引先に対してEMSの導入を
要請する説明会の開始

・裸梱包適用製品の拡大
・簡易梱包適用製品の拡大
・通い箱への切り替え

・コンデンサ工場照明の自動点灯制
御、照度の適正化
・予乾炉タイマー運転
・材料変更によるセメント養成炉運
転時間短縮

・木屑の削減
・切削加工屑削減
・ダイレクトメール停止、両面
コピー、廃紙の活用推進

・分別徹底によるリサイクル
・装置搬入時の木屑リサイクル

・回収装置による充・排気の徹底
・SF6リーク試験をHeリーク試験
に変更
・設備等からの漏洩防止管理徹底

・法規制等指定物質に対し自主
基準値制定、定期的測定
・行政に対する定期的報告

・塗料に含まれる、トルエン、キシ
レン、エチルベンゼンを中心に
削減（適正購入、取り扱い改善、
標準色の適用拡大による取り扱
い量の削減）
・低含有塗料の検討

 59.3t削減

5.4％
（16,848GJ）削減
(生産高CO2原単位
＝0.266（t-CO2/百万円））

19.0％（474t）削減

リサイクル率を77％以上
（1999年度基準68％）

ゼロエミッション
・廃棄物調査＆改善施策
  検討

大気排出率3.5％以下

調査＆検討実施

検討完了

78.8％

3.3％

実施完了

実施完了

…目標未達成

〜

2003年度環境マネジメントプログラム活動結果

*  環境に配慮した製品づくり： 評価点UP
　当社では、製品開発に当たって、対象製品を環境基準に定めた評価基準に照らし合せて評価項目（P5参照）ごとに評価（1~5点）し、あらかじめ設定した重み付け
　（1~5点）との積を総和した値が10点を超えることをひとつの目標としています。この点数が大きいほど、環境負荷が小さいと考えられます。

**省エネ活動については、活動の取り組みやすさから2003年度までは絶対量の削減推進を目標として活動してきましたが、2004年度より、JEMA目標（2010年度目標
　として、1990年度比で生産高CO2原単位を25％以上改善する）との整合、当社での状況を勘案し、それまでの絶対量目標を、原単位目標に変更しました。

当社は、企業の社会的責任（CSR）の一環として、従来より環境保全活動に積極的に取り組んでいます。

下記に示す環境理念をもとに環境方針を定め、ISO14001に基づく環境マネジメントシステムを確立し、環境保全活動を推進しています。
環境保全活動を含め企業活動を行うにあたっての倫理上の指針、遵守事項を定めた「企業行動憲章」の制定につきましては、本報告書のP13をご覧ください。
また、環境保全への取り組み経過につきましては、本報告書のP16をご覧ください。



製品を通じた環境・社会への貢献

●環境に優しい製品を開発しています

　当社では、材料加工から製造、輸送、据付、使用、廃棄に至る　
までの製品のライフサイクルで、環境への負荷が少ない｢環境

配慮製品｣の開発に積極的に取り組んでいます。

　具体的には、｢環境に優しい製品部会」を組織し、｢環境配慮設

計基準」に基づいて、製品が環境に与える影響度合いを評価し

ています。評価項目の例を表１（基準抜粋）に示します。

●「コンパクト化」で社会に貢献します

　環境に優しい製品を実現する上で一番効果があるのは

「機器のコンパクト化」であると考え、開発を進めて来ました。

（表1の「コンパクト化の効果が特に大きい詳細項目」「コンパク

ト化の効果が大きい詳細項目」に着目下さい。）

　コンパクト化のため独自の技術でSF6（六フッ化硫黄）が適用

できます。SF6は温室効果ガスのため温暖化への寄与が懸念さ

れますが、ライフサイクルアセスメント（LCA）の考え方で、温

暖化への寄与が小さいことを確認し提供しています。

　エネルギーインフラ設備を構成する重要製品である遮断器

におけるライフサイクルアセスメントによるCO2削減の例を

表2に示します。

製品のコンパクト化を通じた社会への貢献

詳細項目
低消費電力化
部材省エネ化
生産省エネ化
回収性
減少化
減量化
減容化
歩留り
梱包合理化
保守容易性
耐久性
信頼性
可能性
材料統一
再生材の利用
再資源化促進
材料表示
分解性
分別性
運搬・処理性
有害物レス
漏洩防止
回収処理性
騒音・振動・悪臭レス
美観・操作性
解体情報提供
廃棄情報提供
環境データ開示

温暖化防止
省エネ性

ガス排出防止

省資源化

長寿命化

再資源化

処理容易性

アメニティー

情報開示

資源循環

グリーン化環境汚染防止

環境保全向上

目的分類 評価項目

コンパクト化の効果が特に大きい詳細項目

コンパクト化の効果が大きい詳細項目

輸送 輸送 輸送 輸送 輸送

コ
ン
パ
ク
ト
化
に
よ
る
効
果

SF6 漏れ量低減
（点検時）

解体工数低減
SF6 漏れ量低減
（解体時）

CO2 排出原単位の大きい材料
（セラミック等）不使用 (GCB）

①AE（Auto-Expansion）技術
「磁気駆動併用熱バッファ形ガス遮断器」において、
コイルで発生する磁力によりアークを回転駆動させ
る磁気駆動効果と、アーク自身の熱エネルギーを有
効に利用する熱バッファ効果の融合技術

②高ガス圧絶縁技術
ガス圧が高い方が絶縁性能が高い特性を活用する技術

・化学的に安定した、無害・無臭なガス
・空気の約3倍の絶縁性能
・空気の約100倍の消弧能力＊

　SF6 の優れた特性を利用
＊電流を遮断する際に発生する
　高温のアークを消す能力

コンパクト化を実現する
コア技術

加工・組み立て工数低減
使用材料低減

SF6 漏れ量低減
輸送車両の小型化

資
材
採
掘

材
料
加
工

製
品
製
造

流
通
・
販
売

据
付
・
使
用

廃　

棄

環境に優しい製品紹介

　2003年、当社はLCAで環境負荷を大幅に低減した受変電設備

用超縮小形ガス絶縁開閉装置「XAE7形GIS*」を開発しました。

この装置はSF6（六フッ化硫黄）を用いた独創的な消弧原理を持

つAE形GCB**を開発・適用したもので、遮断部のサイズが従来

のGCBに比べて約23%（当社比）、GIS全体でも従来比55%と大

幅な縮小を実現した、世界最小のGISです。ガス中部分の開放

点検は一切不要で、運転期間中SF6の排出による環境負荷はほ

とんどゼロです。また、設備撤去時の残存ガス量も従来比55%

にまで低減するなど、優れた環境性能を実現しています。

　官民需向け24kV受変電設備用として開発した「XAE2V形

GIS」は、高圧ドライエア絶縁方式および新規開発による薄型

ロータリー式３位置断路器／接地開閉器の採用、主要機器の

高集積配置等によって、受電ユニット1面にて設置面積を従来

比33％、設備全体を従来比50％にそれぞれ縮小しています。ま

た、充電部を収納する容器にアルミ材を使用することで、受電

ユニット１面の重量を従来比60％に軽量化しました。

　これらの縮小化および軽量化によって、使用する材料や機器

製造時の消費エネルギーが削減できるほか、機器運搬・搬入時の

輸送車および重機によるCO2

発生量も抑制できます。さらに

受変電機器のコンパクト化は、

建物を含めた受変電設備全体

のコンパクト化につながり、施

設建設・解体時のエネルギーの

削減にも貢献しています。

当社は、製品の開発・製造において「コンパクト化」を重視しており、各種のGISはその代表格といえます。

また、数十年のライフサイクルを保ち、抜群のCO2削減効果を発揮する省エネ変圧器や、有害化学物質の削減に貢献する

マルチアークPVD装置、化石燃料に依存しない燃料電池や太陽光発電など、多彩な環境配慮型製品を供給しています。

●24kV縮小形ガス絶縁開閉装置「XAE2V」
　世界最小クラス、ドライエア絶縁方式

●72/84kV超縮小形ガス絶縁開閉装置「XAE7」
　独創技術で、SF6総排出量を大幅低減

*GIS（Gas Insulated Switchgear）は、電源系統の切り替えや、万一事故が発生したときに回路を        
切り離すための装置です。

**GCB（Gas Circuit Breaker）はガス遮断器のことで、GISの主要な構成機器です。

製品のコンパクト化によって、優れた環境性能を実現します。

　SF6は、その優れた絶縁性能を有効に活用するため、数気圧の圧

力で使用されることが多く、当社では、これを封入する容器には第

二種圧力容器に適合した非常に堅牢なものを使用しています。ま

た、当社では自家用受電設備向けのGISも、国内電力会社のほとん

どで使われているGISと同一構造(丸容器形)とし、信頼性の高い機

器を提供しています。

　またGISに使用されているSF6は、そのほとんどが回収・再利用さ

れます。機器の運転中はGISの内部を開く必要が一切ないため、使用

中にSF6が大気中へ排出されることはありません。また、設備の撤去

時にはGIS内部が真空域(0.005MPa)になるまで回収するよう基準化

されているため、大気中に排出されるのは、このときGIS容器中にご

く僅かに残存したSF6のみです。回収終圧は定格ガス圧にかかわら

ず一定であるため、定格ガス圧力を数気圧と高めに設定して容器も

小型化され、ガス封入部の容積が非常に小さい当社のGISは、大気に

排出するSF6の量を少なく抑えます。

　当社では、このようにSF6の排出抑制を徹底していく一方で、

SF6の技術面における優位性（絶縁性能・消弧性能）をさらに追求

して機器の小形化をはかり、製品ライフサイクルで見てより優れ

た環境性能を実現する、“環境に優しい製品”の開発をめざしてい

きます。

電力エネルギーインフラ設備・サービスの提供を主業務とする当社は、CSRの観点から正しいプロセスで、

独自技術により「環境に優しい」製品・サービスを生産・提供し、お客様満足を始め広く社会に対し直接・間接的に貢献することが、

企業として社会に対する責任を果たす重要な柱と考えます。

表2   ライフサイクルで見るコンパクト化のメリット(ガス絶縁開閉装置・遮断器の場合)

表1  環境影響評価項目
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XAE2V形GIS

XAE7形GIS



単独運転検出装置

　単独運転検出装置は、風力発電、バイオマ
ス発電、小水力発電などの分散電源が危険な
単独運転状態となっていることを検出して、
感電事故の未然防止などに役立つ装置です。
新エネルギーの普及に役立つとして、平成15
年度新エネ大賞を受賞しました。
　2001年の販売開始以来、出荷台数は既に
100台を超え、国内の全電力会社の管内に納
入されています。

太陽光発電用パワーコンディショナ

　当社は1980年に太陽光発電用パワーコン
ディショナの研究に着手して以来、太陽光発
電システムの開発に積極的に取り組み、これ
まで全国に約200ヶ所、総量約6,300kWのシ
ステムを納入してきました。
　導入計画のご相談から設計・製造、メンテ
ナンスまで一元的に対応できるよう体制を
整え、お客様のご要望にお応えしています。
　近年では海外での実証研究事業や新エネル
ギー等地域集中実証研究など、独立行政法人 
新エネルギー・産業技術総合開発機構(NEDO
技術開発機構)の
委託研究事業にも
携わっています。

●電力損失を大幅に低減した省エネ油入変圧器

　産業機器に対する低損失化の要求は、ますます高まっています。

当社では、地球環境の改善に大きく寄与する省エネ変圧器を市

場に供給しています。

［超高効率変圧器］

　22～77kVクラスでは、低損失磁性体の採用と合理的な低損失

設計により、従来の変圧器に比べ損失を約40％低減（当社比）し

た「超高効率変圧器」をシリーズ化し、販売を開始しました。

［アモルファス変圧器］

　6kVクラスでは、従来の珪素鋼板鉄心を使用した変圧器に比

べ、無負荷損失を1／4～1／5（当社比）に低減したアモルファス変

圧器の製造・納入を開始しました。

　損失の大幅な低減により、電力エネルギーが低減され、CO2排

出量が大幅に抑制されます。たとえば10,000kVAの超高効率変圧

器を負荷率60％で運転した場合、年間で約50tのCO2排出量削減

となります。 *このメッキは人体への影響があり、ＥＵでは2006年から電気電子部品への使用
禁止が決定しています。これに伴い、国内メーカーは国内向け、海外向けを問わず
六価クロムフリーへの対応を順次行っています。
**チッ化クロムの膜のことで一般に摺動性・耐焼付性に優れており、当社の膜は、
さらに高平滑性を実現しています。

超高効率油入変圧器　
77／6.6kV　12,000kVA

アモルファス変圧器

家庭用システム向け（左：１ｋＷ）
業務用システム向け（右：６ｋＷ）

燃料電池用パワーコンディショナ

　燃料電池システムは温暖化ガス（CO2など）
発生量の削減が可能なこと、発電効率の高さ
と熱利用が相まって高効率なシステムであ
ること、燃料を化石燃料のみに依存しないこ
となどから、環境に優しい次世代の省エネル
ギー機器として実用化に向けた研究が各社で
進められています。
　当社は2002年に、独自の回路方式を用いた
高効率の燃料電池用パワーコンディショナを
開発し、燃料電池システムの総合効率向上に
寄与しています。同パワーコンディショナは、
現在システム開発メーカーへサンプル出荷し
ています。

●環境ニーズに応えるマルチアークPVD装置

　マルチアークPVD装置は、材料の表面に薄い膜を付けること

により、その材料に優れた機能を与えることができる装置です。

付ける膜種により耐磨耗性・耐熱性・耐食性・摺動性などの特徴

を持ち、環境への負荷を減らす技術として注目されています。

　たとえば工具分野では、油煙や油流出の問題から切削油を用いず

に加工する、いわゆる無潤滑油切削でのニーズが高まっています。

同様に金型の分野でも、離型材を必要としない金型への成膜技術

活用が進んでいます。さらに自動車や機械部品では、摩擦抵抗を低

減して低燃費化・省エネ化を図りたいという要求に応えています。

　貨幣金型への適用は、人体への影響が懸念されている6価ク

ロムメッキ*からの代替の代表例で、マルチアークPVD装置に

よるCrN皮膜**が活用されています。メッキなどの表面処理に

とってかわることにより、有害物質及び有害な廃液を減らすこ

とが期待されています。

貨幣金型（CrN皮膜）でプレスした500硬貨マルチアークPVD装置
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●グリーン調達ガイドライン

　「グリーン調達ガイドライン」では、環境保全活動およびグ

リーン調達に関する考え方、取引先への調査方法、当社での使用

禁止物質、削減対象物質、管理対象物質を明確化しています。

●取引先の評価項目

①ISO14001の認証またはKES*や第三者機関の認証を取得して

　いること。

②グリーン購入を実施している。または推進計画があること。

③ISO14001、KESや第三者機関の認証計画があるまたは環境保      

　全に対し、以下の10項目の取り組みが積極的に実行されてい

　ること。

 ・環境管理推進組織の設置
 ・該当組織の社内的位置付け、および機能の明確化
 ・経営トップの該当組織への参画状況
 ・水質汚濁防止法等の環境関連法規の遵守
 ・環境を配慮した資材活用計画
 ・環境に配慮した製造工程の改善計画
 ・従業員への環境保全に関する教育計画と実施状況
 ・当社環境方針の理解
 ・規制物質に対する取り組み状況及び当社環境改善
　　  活動（協力要請）に対する即応性
 ・環境に配慮した製品作りの推進

④前提条件として、近年、関係監督官庁からの環境に関する処

　罰を受けていないこと。

●取引先の選定基準

　先に挙げた評価項目に基づき、環境保全活動を積極的に推進

している取引先からの調達を優先

しています。

●今後の対応

　2002年度に、取引先企業532社を対象に取引先調査を実施し

ました。その結果、EMS*を導入している企業は39社（ISO14001：

31社、KES：7社、その他：1社）と、全体の7.3％でした。

　当社では、今後も評価の高い取引先から優先的に調達を行っ

ていくともに、EMSが未導入の取引先に関しては、積極的に導

入を進めるよう順次要請していきます。

●欧州規制に対する対応

　現在、当社の取り扱い製品には欧州ELV*対象製品はありま

せんが、売上ベースで1%未満ながら、RoHS**指令対象製品は存

在します。これらへの対応を進めるために、鉛など6物質を含ま

ない製品の供給に向けた取り組みを自社で進めると同時に、調

達先に対しても不含の要請を行い、RoHS指令対象製品につい

ては、2006年3月には6物質の対応を完了する計画です。

●グリーン購入

　当社では、業務に使用するコピー用紙や、社員の名刺に再生

紙を積極的に使用しているほか、各種のグリーン購入を実施し

ています。特に文房具の購入にあたっては、購入可能な商品を

環境配慮型製品に限定することで、自動的にグリーン購入が達

成されるしくみを導入しています。また、新たに導入する営業

車についても低燃費車または低排出ガス車に限定しています。

当社では「環境理念・方針」に基づいて、環境への負荷の少ない製品・部材・材料・原料、

およびサービスを優先的に調達するとともに、有害化学物質の不使用や削減を目指すグリーン購入を推進しています。

2002年４月には「グリーン調達ガイドライン」を制定し、すべての調達品・サービスへ適用しています。

また、同ガイドラインに基づいて取引先の評価・選定基準を設定し、原則として年１回の取引先調査も実施しています。

さらに2004年10月には、製品中の化学物質の管理を強化するために同ガイドラインを改訂しました。
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製品を通じた環境・社会への貢献

グリーン調達・グリーン購入

新エネルギー分野で社会に貢献

NEDO技術開発機構委託研究事業 新エネルギー等
地域集中実証研究 京都エコエネルギープロジェクト
京都府京丹後市 丹後あじわいの郷
30kW太陽光発電システム(2004年設置) 単独運転検出装置 グリーン調達ガイドライン

グリーン購入品の一例

事業活動における取り組み

*KES: KES・環境マネジメントシステムスタンダード

* EMS: 環境マネジメントシステム

* ELV: 廃自動車指令
** RoHS: 電気電子機器に含まれる特定有害物質の使用制限



省エネルギー活動の推進
　2003年度総エネルギー使用量は296,787GJとなり、前年比

6,251GJの削減となりましたが、生産量の増加に伴い、目標の1999

年度基準比８.0％（25,191GJ）削減に対しては5.4％（16,848GJ）削

減にとどまり未達となりました。今後はJEMA（（社）日本電機工

業会）目標（2010年度生産高CO2原単位を1990年度比25％以上

改善する）と整合させた原単位目標に変更します。そのため、

2006年度目標は生産高CO2原単位を1990年度比17.2％削減し

0.251t-CO2/百万円とします。（1990年度基準＝0.303t-CO2/百万円）

　事務所においては、照度測定により無駄な照明の撤去を進

めているほか、こまめな点灯ができるよう照明器具に「ひもス

イッチ」を取付けています。また照明器具の更新時にはイン

バーター器具と高照度球を採用することで器具数の削減を実

施しています。

　工場においては、乾燥炉のタイマー運転による合理的な運

用、空運転の防止、高効率機器の採用などを推進しています。今

後も継続して無駄の排除、高効率機器の採用、生産システムの

改善に努め、省エネルギー化を推進していきます。

事業活動における取り組み
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省資源・リサイクル・ゼロエミッション活動
　当社は、「2004年度中にゼロエミッション*を達成する」を目

標に7つのプロジェクトチームを編成し、材料・端材のリユー

ス、OA機器の完全リサイクル、プラスチック・金属複合品のリ

サイクルなど、分別の徹底とリサイクル業者の選定等によりゼ

ロエミッションに向けて活動しています。
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原単位基準年度

エネルギー使用量（GJ） 生産高 CO2原単位（％）

’99 ’00 ’01 ’02 ’03 ’10
目標達成年度

（年度）

エネルギー使用量／CO2原単位

’90

394,545

93
102

88
75

106
100

86

306,510 295,331 284,975 290,536 296,787

碍子組み立て用セメント材料の
変更により、セメント養生炉の
運転時間を短縮

●分別計量管理システム

　不要物の総排出量削減とリサイクル率向上に大きく寄与してい

るのが、1999年度より京都地区、2000年度より前橋地区に導入

されている「分別計量管理システム」です。同システムは、少しで

も多くの不要物を資源として再利用できるように、各部署から排

出される不要物を115種類に分類し、バーコード管理を行うもの

で、毎月「職場別」と「種類別」で、集計を行っています。集計さ

れた排出量とリサイクル率の推移は社内Webで全従業員が確認

でき、部署毎の目標管理に役立っています。

　同システムの活用により1998年度3,309ｔであった総排出量

は、2003年度には2,023ｔにまで削減できました。

0

500
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2,500 75

総排出物量（t） 埋立率（％）

’99 ’00 ’01 ’02 ’03

総排出物量**／リサイクル率／埋立率
リサイクル率（％）

3.4

2,497 2,331 2,360 2,075 2,023

（年度）

6.6 5.1

68.1

78.877.4 76.074.7

基準年度

京都工場の予乾炉を、
タイマー運転に切り替え

*当社基準では、埋立廃棄物を総排出物中の1％以下にすることと定義しています。

**総排出物とは、当社から排出される全ての不要物のことです。
 （総排出物＝有価物＋一般廃棄物＋産業廃棄物）
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温室効果ガスの排出量削減
　当社では、エネルギー消費によるCO2とSF6（六フッ化硫黄）*

以外の温室効果ガスを排出していません。

　エネルギー消費によるCO2の排出については、省エネルギー

活動に努めることで排出量削減を進めています。

　もう一つの使用温室効果ガスであるSF6に関しては、現在の

ところこれに代わる優れた電気絶縁ガスが無いことから、大気

への放出をできる限り最小化するよう努めています。通常、電

気機器（変圧器、遮断器など）で使用されているときは、密閉状

態のためほとんど大気への放出はありません。大気へ微量放出

される可能性が生じるのは、製造・点検および補修時のみです

が、その場合もガス回収装置により大部分を回収し、排出量の

抑制に努めています。

　2003年度のSF6排出量は0.9tで、取扱量に対する排出率が

3.3％と、対前年度比で1.3ポイント向上し、上記目標を達成しま

した。今後もガス回収装置の回収能力アップによる回収率の向

上や管理強化によって、排出量削減に努めていきます。
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取扱量（t） 大気排出率（％）

基準年度
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目標達成年度
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SF6取扱量・排出量／大気排出率
排出量（t）
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0.91.62.54.110.5
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29.5

10.0

20.6

27.8

1999年対象ガス

二酸化炭素

六フッ化硫黄

メタン

一酸化二窒素

ハイドロフルオロカーボン

パーフルオロカーボン

合　計

CO2

SF6

CH4

N2O

HFC

PFC

14,820

253,340

0

0

0

0

268,160

2000年

14,229

97,990

0

0

0

0

112,219

2001年

13,718

59,750

0

0

0

0

73,468

2002年

13,980

22,562

0

0

0

0

36,542

2003年

14,203

21,895

0

0

0

0

36,098

温室効果ガス排出量 （ｔ-CO2）

　当社では、電気機器（変圧器・遮断器など）の製造・点検および補修

などの際に、大気中へ微量放出されるSF6の回収のために、ガス回収

装置を導入しています。

　ガス回収装置は、密閉状態で電気機器からガス回収およびガス

充填を行うことのできる装置です。回収方法には、高い圧力によっ

て圧縮し、液化することによって小さな容積で大量のガスを保存

する液化回収と、液化回収よりも低い圧力によって気体のままで

保存する気化回収の二通りがありますが、当社では、これらを用途

に合わせて使用しています。

　当社では、特に製造・点検の際の排出量削減に力を入れており、

ガス回収装置のこまめなメンテナンスによって、常に最高水準の

回収能力を保てるよう心掛けています。また、複数のメーカーから

各々の特長ある装置を購入し、用途・状況に応じた装置の使い分け

を心がけています。現在、当社が所有し、稼働しているガス回収装

置は全部で19台です。

　当社は、今後もガス回収設備の更新・メンテナンスに努めて回収

率の向上に努め、大気への排出量削減をめざしていきます。

SF6回収装置を駆使し、大気排出量の抑制に努めています。

分別計量管理システム
（データ読み取り）

分別計量管理システム
（データ確認）

SF6回収装置

* SF6は優れた電気絶縁ガスとして多くの電気機器に使用されており、 CO2の23,900倍の
   温室効果を持つといわれています。
   詳細はP5をご参照ください。
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事業活動における取り組み

●PRTR法に対する対応

　当社は1998～2000年度の3回、JEMA（（社）日本電機工業会）が

行ったパイロット事業*に参加し、自社内で取り扱った化学物質

を把握するとともに、その厳重な管理を推進しています。

　下記は「特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の

改善の促進に関する法律（PRTR法）」の報告対象となる対象化学

物質（2003年度・年間使用量1t以上）を、事業所別に示したもので

す。また、PRTR法の報告対象事業所となる梅津本社工場および

前橋製作所における対象化学物質の使用量は、下記の通りです。

*パイロット事業は、環境省（当時：環境庁）がPRTR法施行準備のために、対象地域の事業者に対
して自治体を通じて化学物質の排出量、移動量の報告を求めたり、アンケート調査・ヒアリング
などを実施したりした事業です。

●PCB使用機器等の保管

　当社はPCB油を使用した電気機器等の廃棄物を所有しており、

「廃棄物処理法」および「PCB特措法」に基づいて適正に保管を

行い、自治体への届出をしています。今後は行政の「PCB廃棄物

処理基本計画・処理計画」の進捗に従い適正処理に向けて対応

していきます。

●変圧器等への微量PCB混入問題

　2000年に「PCBを使用していない変圧器などから微量のPCBが

検出された」との問題が起こり、JEMAおよび当社を含む機器メー

カーは原因の調査を行い、国へ報告しました。調査では、「PCB混

入の可能性は否定できない」との結論を得たものの、原因の究明

および製造年代などの特定はできませんでした。

　この問題に関し、国では「低濃度PCB汚染物対策検討委員会」を

設置し、原因究明などの調査に取り組んでいます。当社は継続し

て、対策委員会などへの協力を行うとともに、お客様への情報提

供を行っています。

●土壌および水質汚染に対する対応
　当社は土壌・地下水汚染の原因となるテトラクロロエチ

レン、トリクロロエチレン、トリクロロエタンの使用を1994年

に全廃しました。また、梅津本社工場、久世工場、前橋製作所に4

本の揚水井戸を設置し、これらの物質に関連する有機塩素化合

物の観測を自主的に行い、その結果を行政に報告しています。

　工場排水についても自主基準を設け管理するとともに、定期

的に水質検査を実施し、その結果を行政に報告しています。

PRTR法対象物質（梅津本社工場）

PRTR法報告対象物質

前橋製作所

九条工場（日新受配電システム㈱）

久世工場（日新イオン機器㈱）

㈱NHVコーポレーション

梅津本社工場

トルエン・キシレン   

対象物質の報告を要する量まで達しておりません

対象物質の報告を要する量まで達しておりません

対象物質の報告を要する量まで達しておりません

トルエン・キシレン・エチルベンゼン・
無水フタル酸・ビスフェノールＡ型エポキシ樹脂

事業所

大気への
排出

エチルベンゼン

キシレン

トルエン

無水フタル酸*

ビスフェノールＡ型
エポキシ樹脂*
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PRTR法対象物質（前橋製作所）

日新電機グループにおけるPRTR法に基づく
事業所別対象化学物質（04年度）

*年間使用量は1t以上となり報告対象となりますが、対象物質そのものの排出移動はなく、
  各項目とも0tとして報告しました。
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エネルギー教育コーディネーターが活躍
　（財）社会経済生産性本部エネルギー環境教育情報センター

所属の「エネルギー教育コーディネーター」として、当社社員が

環境教育活動に取り組んでいます。これは有給休暇を利用し

て、近畿を中心に小・中学校の子供たちに「地球温暖化防止への

企業の取り組みと皆ができること」というテーマで、年に数回、

省エネに関する授業を行っているものです。授業では企業が省

エネ・省資源に努力していることの紹介や、CO2の計測実験、省

エネ（照明器具）実験などを行っています。

連合京都主催のクリーンキャンペーンに参加
　連合（全日本労働組合総連合会）京都が主催するクリーン

キャンペーンに、当社社員およびその家族が参加しました。同

キャンペーンは1989年より毎年8月に実施されているもので、

2004年も鴨川沿いの五条大橋～御池の区間で、空き缶やプラス

チック、吸殻などのごみを半日をかけて拾いました。

　このキャンペーンは1989年から15年間続いており、毎年８月に

行われています。

環境コミュニケーション

祇園祭クリーンキャンペーンに協賛
　当社では、今年（2004年）も「祇園祭クリーンキャンペーン」

に協賛し、その一環として社名入りのクリーンBOX（ごみ箱）

100個を、観光客などで賑わう街角に設置しました。今後も

京都企業の一社として、京都の街の美化に協力してまいります。

エコ京都21・地球温暖化防止部門認定
　京都府では、「京都議定書」採択の地にふさわしく、CO2の削

減や廃棄物の削減など、環境配慮活動について率先して取り

組んでいる事業所等を「エコ京都21」として、認定・登録する制

度を設けています。この「エコ京都21」の「地球温暖化防止部門」

において、2002年５月、当社がCO2の削減に積極的に取り組ん

でいる事業所として認定され、2004年12月に認定更新されて

います。

　当社がCO2排出量削減のため取り組んでいる主な施策は、

以下の通りです。

　●工場電力：省エネ炉、低損失変圧

　　器の導入、コンプレッサ、チラー

　　統廃合他

　●事務所電力：空調タイマー、空調

　　屋外器噴霧、照明キャノピー（ひ

　　もスイッチ）化他

　●都市ガス：蒸気配管構内全域の

　    保温強化、旧型ボイラーの更新、

　　省エネ炉他

　●産廃：廃油、廃プラスチックの排出量管理強化、

　　リユース化の推進他

　これらの取り組みの結果、2003年度のCO2排出量は、基準年

度（2000年）比で、削減率13％を達成しています。

御室・天神川を美しくする企業協議会
　当社は、右京・中京区を流れる御室川と天神川の両河川美化

を推進するため1978年に結成された「御室・天神川を美しくする

企業協議会」に参画しています。同協議会において「PH（水素イ

オン濃度）」「BOD（生物化学的酸素要求量）」「透明度」の3項目

に関して年 2回の水質検査を行っているほか、河川パトロールの

実施や各種講演会の開催など、地域の美化活動に積極的に協力

しています。

　協議会結成当時の御室・天神川両河川は、家庭や工場からの

排水と散乱するゴミのため、魚などとても棲める状況ではありま

せんでしたが、協議会の活動の成果もあって現在では水質も着実

に改善し、魚をはじめいろいろな生物が河に戻ってきています。

　当社では、今後も地域環境改善のため、地道な美化活動に

協力していきます。

小学校での省エネ実験の様子

鴨川の清掃活動の様子

祇園祭クリーンキャンペーン 地域の美化活動

環境汚染防止活動

　当社では、事業活動に伴う環境負荷の低減とともに、大気汚

染、水質汚染、騒音、振動、悪臭などに関する各種の法律・府県条

例の遵守に努めています。法規制遵守に際しては、当社の事業

活動、製品・サービスの環境側面に適用される要求事項を明確

にしたうえで、環境規制を上回る自主基準を設定しています。

2003、2004年度の遵守状態は以下の通りです。

対応する法規制等

・大気汚染防止
・京都府環境条例
・群馬県環境条例

排ガス測定

1回／年
または
2回／年
2回／年
または
1回／ 2月
1回／週
または
1回／日

1回／年

1回／月

1回／年

排出水水質測定

PRTR対象化学物質使用実績

電気・燃料の使用実績

騒音測定

振動測定

※シス機事： システム機器事業部
ＮＨＶC： NHVコーポレーション
前開装： 産業システム事業部開閉装置部

静事： 静止機器事業部 
NBP: 日新ビジネスプロモート 
前変成： 変成器事業部 

・水質汚濁防止
・下水道法
・京都府環境条例
・群馬県環境条例

・PRTR法

・省エネルギー法

1回／年

1回／年

・騒音規制法

・振動規制法

監視・測定項目 頻　度

京都地区 前橋地区

●環境規制遵守の状況

エコ京都21認定証



●企業倫理に係る方針
　当社は、良き企業市民として社会から信頼される存在でなけ

ればならず、そのためにも常に法令や当社の「企業行動憲章」、

「企業行動指針」を遵守して、企業倫理の向上に努めなければな

らないと認識しています。

　また、企業統治（コーポレートガバナンス）の一環としても重

要であると考え、積極的に活動を推進しています。

●推進体制
　代表取締役を委員長とした「企業倫理委員会」を設置し、全社

の企業倫理推進活動に係る事項の審議と決定を行っています。

また、同委員会の活動状況を年に1回以上、取締役会および監査

役会へ報告しています。

●取り組みの概要
　「企業倫理委員会」で検討し、実施した具体的項目を紹介します。

1997年12月
1998年 6月

2003年 1月

2003年10月
2004年 8月

社会性報告

企業倫理に係る方針、推進体制、取り組みの概要

　日新電機株式会社は、わが国経済、社会の基盤を支える電機、電子
および情報関連産業を担う一員であることを強く自覚し、人権を尊重
し、関係法令、国際ルールおよびその精神を遵守するとともに、今後と
も誠実かつ公正な事業を展開し、広く社会にとって有用な存在となり
社会との信頼関係をゆるぎないものとするため、ここに企業行動憲章
を定め、持続可能な社会の創造に向けて自主的に行動する。

1. 製品安全の確保、環境保全および個人情報・顧客情報の保護に十
　分配慮しつつ、社会的に有用な製品・サービスを開発・提供し、顧客
　等の満足と信頼を獲得し、もって国民生活の向上および経済・社会
　の発展に貢献する。
2. 環境問題への取り組みは、人類共通の課題であり、企業の存在と活
　動に必須の要件であることを認識し、地球環境問題、資源のリサイ
　クルなど、幅広い視野に立ち、事業活動全般にわたり自主的・積極
　的に環境保全に取り組む。
3. 株主はもとより広く社会とのコミュニケーションを行い、企業情報を
　積極的かつ公正に開示する。
4. 従業員のゆとりと豊かさを実現し、安全で働きやすい環境を確保す
　るとともに、従業員の多様性、人格、個性を尊重する。

 5. 「良き企業市民」として、積極的に社会貢献活動を行う。
 6. 市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力および団体と
　 は断固として対決する。
 7. 国際的な事業活動にあたっては、国際ルールおよび現地の法律な
　 らびにそれらの精神を遵守するとともに、その国の文化や慣習を尊
　 重し、現地の発展に貢献する。
  8.  政治、行政との健全かつ正常な関係を保つ。
  9. 関係法令を厳格に遵守し、社会的規範にもとることのない、誠実か
　 つ公正な企業活動を遂行し、公正、透明、自由な競争ならびに適正
　 な取引を行う。
10. 経営トップは、本憲章の精神の実現が自らの役割であることを認識
　 し、率先垂範の上、社内に徹底するとともに、グループ企業や取引先
　 にも周知させる。また、社内外の声を常時把握し、実効ある社内体
　 制の整備を行うとともに、企業倫理の徹底を図る。
11. 経営トップは、万一、本憲章に反するような事態が発生したときは、
　 経営トップ自らが解決にあたり、原因究明、再発防止に努める。ま
　 た、社会への迅速かつ的確な情報の公開と説明責任を遂行し、責
　 任と権限を明確にした上で、自らを含めて厳正な処分を行う。

以 上

企業行動憲章

公正な取引への取り組み
　公正取引の徹底をめざして、当社では1995年に独占禁止法
の趣旨の理解と同法遵守の徹底を目的に「独占禁止法遵守マ

ニュアル」を作成し、関係者に配布しています。また「企業行動

指針」にも公正取引に関する具体的な留意事項をとりまとめ、

その周知徹底をはかっています。

個人情報保護に係る情報
　個人情報保護の重要性に関しては従来から、「企業行動指針」

に具体的な留意事項をとりまとめ、周知徹底しています。また、最

近の個人情報保護への関心の高まりに対処するため、2004年10

月に「情報セキュリティ委員会」を設置して、2005年4月から企業

向けに適用される「個人情報保護法」に対応した施策を始めとし

て、営業秘密管理などを徹底する施策を推進しています。

1997 年12 月25 日に企業行動規準として制定　2003年1月20日改定　2004年8月31日改定

「企業行動規準」を策定しました。
具体的な留意事項をまとめた「企業行動指針」を策定
し、全役員・社員に配布しました。
前年10月の(社)日本経済団体連合会の「企業行動憲章」
改定を受け、「企業行動規準」を改定したうえ「企業行
動憲章」としました。また、「企業行動指針」を見直し、
拡充した上で、全役員・社員に配布しました。
「企業行動憲章」をホームページに公開しました。
5月の(社)日本経済団体連合会「企業行動憲章」改定を
受け、「企業行動憲章」を改定しました。また、10月に 
「企業行動指針」を見直し、イントラネットによる通知、
社内向けWebサイトへの掲示などの方法により、社内
への周知を図りました。

お客様満足を目指した当社の取り組み
　お客様に安心してご使用いただける製品づくりのために、下

記の品質方針を基に、営業部門をはじめ生産部門（技術、設計、

製造）やサービス部門の一人ひとりがお客様満足の向上のため

に種々の取り組みを行っています。

［品質方針］

法令・規制要求事項および顧客要求事項を満たすことの重要性

を理解し、顧客に信頼される製品・施工・サービスを技術と誠実

な対応で提供すると共に、品質マネジメントシステムの有効性

を継続的に改善して、顧客満足の向上をめざす。

●お客様サービスセンター

　2004年5月に設置した「お客様サービスセンター」では、お客

様のニーズに合わせ、「電気設備のライフコンサルタント」とし

ての専門性と総合力を活かしたシームレスなフィールドサー

ビスを提供しています。お客様の「信頼」と「安心」を得て、それ

を維持するよう努めています。

①フリーダイヤル24時間サポート

　お客様からの苦情やお問い合わせは、フリーダイヤルにより

24時間体制で受け付け、迅速な対応を行っています。

お客様からいただいた苦情は、「顧客情報・苦情処理システム」

により、その進捗状況を全社でフォロー・管理し、早期の処理に

努めています。

②納入製品に関する電子メールサポート

　電子メールサポートをご要望のお客様に対しては、お客様に

製品を安心してご使用いただけるよう、技術情報、障害事例、新

製品情報などをテクノレターとして提供しています。

また、お客様から技術的なご質問やご要望があった場合は、電

子メールにて回答しています。

③メンテナンスサポート

　お納めした製品を長く安心してご使用いただくために「お客

様サービスセンター」内にアフターサービス部門を設置してい

ます。メーカーならではの設備の定期点検、精密点検、設備診

断、巡回サービス、部品交換など、お客様の期待値プラスαの

サービスメニューを準備してご要望にお応えしています。

●お客様アンケート

　当社にお越しくださったお客様にアンケートにご協力いただ

き、当社のサービスや製品などについての意識・満足度調査を

行っています。結果はすばやくモノづくり現場にフィードバック

し、アクションにつないでいます。

点検・修理
操作問合せ
苦情・不満
改善要望

お客様 経営トップ

生産部門

品質保証部門

営業
部門

お客様
サービス
センター

（品質管理部門）

お客様情報
データベース

顧客情報・苦情
処理システム

製品情報

●お客様の意見を反映するしくみ

13 14

企業行動憲章・企業倫理

重要な品質問題への取り組みと体制
　万一、当社の製品が原因となってお客様の生命や身体、およ

び財産に損害を与えた場合、または与える恐れがあると判明

した場合は、当社の対策委員会による特別対策チームを編成し

て、お客様の不利益を最小限に食い止めます。またその一方、迅

速な原因の究明を行い、原因の排除や製品の信頼性向上など再

発防止対策に注力できるよう体制を整えています。

使いやすさと安全性への配慮
　どんなに優れた機能・性能を持っていても、お客様が正しく

使えなければ、その価値を認めていただくことはできません。

当社は、高機能・高性能の追求はもちろん、製品の使いやすさを

配慮したモノづくりを心掛けるとともに、安全にお使いいただ

くためのガイドラインも整備しています。製品の使いやすさや

安全性を高めていくことで、さらにお客様のご期待に応えられ

るよう努めています。

日新電機の企業活動の基本となる「企業行動憲章」は、すべてのステークホルダーに対する約束が明文化されたもので、

 当社の「CSR(企業の社会的責任)憲章」と位置付けることができます。

この項では、企業の社会的責任を果たすための企業行動憲章・企業倫理推進活動、お客様満足を目指した取り組み、

従業員の安全衛生・健康管理、 社会貢献活動の4つの活動について報告します。

「企業行動憲章」策定の状況

企業行動憲章

社員教育

社内報

ヘルプラインデスク

2004年５月に（社）日本経済団体連合会より公表された企業
行動憲章の改定内容を踏まえ、社会の変化に対応した内容に
改定しました。

2003年10月以降は、社内報に毎号、企業倫理に関する記事を
掲載し、啓発を推進しています。

通常の業務ラインとは別に、企業倫理に関する重要情報が現
場から経営層に伝わるルートとして、ヘルプラインデスクを
設置しました。特定担当者が、情報提供者や相談者への守秘
義務などに十分配慮して運用する体制で進めています。

階層別に社員教育を実施しました。



●安全衛生活動の推進

　当社では、安全衛生管理を経営における重要課題の一つと位

置づけ、「安全で快適な職場をつくる」との基本方針のもと、全

員参加による安全衛生活動に取り組んでいます。

　安全衛生に関する全社方針は、労使で構成する「中央安全衛

生委員会」で決定し、これに基づき

各事業場において「安全衛生委員

会」を月１回開催、工場巡視および

安全衛生事項の審議を行うととも

に、その決定事項を各職場に徹底

しています。

1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003

0

0.50

1.00

1.50

2.00

2.50

強度率

（年）

休業度数率 全災害度数率

0.01 0.03 0 0 0.04 0 0
0.20

0.47 0.47 0.45
0.68 0.56

2.19 2.19

1.49

2.29
2.02

2.26

2.71
2.50

●労働災害の未然防止

　労働災害を未然に防止するため、各職場では以下に示すよう

な活動テーマを毎月定め、各種の安全衛生活動を推進していま

す。職場に存在する危険要素を探し出し、事故が起こる可能性

を計画的に排除していくように努めています。

●健康管理
　当社では、法令を遵守した労使協定の締結による労働時間管

理を行っております。

　また、「心とからだの健康づくり」に関しても、従来より、本

社構内および前橋製作所構内に

診療所を設置し、産業医、カウン

セラー、診療所スタッフおよび

保健師による健康相談を実施し

ています。

社会性報告

障害のある子供たちに訓練場所を提供

〈機械設備の安全化〉 
〈作業環境の改善〉 
〈作業方法の改善〉 
〈健康保持・増進〉 
　　　　　　　　
〈安全衛生教育・訓練〉
〈安全衛生活動のシステム化〉

　社会貢献活動の一環として、梅津本社工場の和室を

「かざぐるまの会」にお貸ししています。「かざぐるまの

会」は、肢体不自由児などの障害を持った子供たちと、そ

の保護者や学校の先生が集まって、障害が少しでも軽減

するようにと行われている訓練会です。参加者の方には

「条件に合う施設が無くて困っていましたが、良い場所

を提供していただき、とても助かります」と、大変好評を

得ています。

安全装置設置、設備の自動化
作業環境測定
安全衛生作業手順の作成
定期健康診断、
特殊作業者向け健康診断の実施
階層教育(社内および社外)
規則、ルール(安全衛生管理規定)

工場安全巡視の様子

「かざぐるまの会」の皆さん

　当社では、地球規模の環境的な見方・考え方を育て、日新電機

の環境マネジメントシステムの進め方を体得してもらうことを

目的に、各種の環境教育訓練を実施しています。

　主な教育の種類には、一般従業員、構内常駐請負業者の責任

者を対象として各部門で計画し、実施されている「一般教育」、

環境の専門職を対象とする「専門教育」、化学物質取扱い作業者

など「著しい環境影響を及ぼす作業」の従事者*を対象とする「特

別教育」などがあり、このほかにも環境事務局で実施する新入

社員教育や、資格認定業務の講習、定期来社外注業者の責任者

への教育などを実施しています。

　これらの教育は、それぞれの職場で実践的に展開し、得られ

た成果を実務に反映しています。また、年1回の内部監査時に

各部門における教育の実施状況を確認しています。

　2003年度は一般教育対象22部門すべてにおいて部門ごとに

実施、事務局実施対象の新入社員教育は、途中入社も含めて計24

名に対し延べ8回実施しました。また、専門職に対する内部環境

監査員講習（資格取得）には延べ３回で17名が参加しました。環

境審査員補2名と公害防止管理者１名が資格を取得しました。さ

らに、環境部門責任者10名は、延べ４回の外部機関講習へ参加し

ました。

　なお、毎年6月の「環境月間」には、環境に関する啓発情報を

Webで発信しています。
＊メッキ工程やSF6の取り扱い工程を担当する者などが特別研修の対象となります。

2000年12月発行（12ページ）
2004年10月改訂
全社員に配布し教育で
用いています

環境方針を記載し、全社員が
「私の環境活動」を記入して常時携帯、
あるいは手元に保管しています

従業員への環境教育を実施環境保全への取り組み経過
環境保全への取り組み

「環境管理室」設置

UNEP（国連環境計画）が当社を視察…特定フロン削減について視察
｢フロン対策専門委員会」設置

「日新電機環境保護活動」制定
・「全社環境委員会」、｢専門委員会」設置　・基本理念制定  
・JEMA（社団法人　日本電機工業会）目標に合せ活動開始
特定フロン、トリクロロエタン全廃
当社ホームページに、環境保全活動内容を掲載

分別計量管理システム導入
・全排出物の分別収集徹底（削減・再資源化）

ＩＳＯ１４００１認証取得キックオフ

ＩＳＯ14001環境方針制定
ＩＳＯ１４００１認証取得(京都・前橋地区) 
グリーン調達ガイドライン制定
エコ京都２１・地球温暖化部門認定受賞
京都地区・久世工場をＩＳＯ追加

全ての国内製造工場でＩＳＯ14001認証取得達成
ISO14001更新　エコ京都２１・地球温暖化部門認定更新
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安全衛生・健康管理

社会貢献活動の一環として

知的障害のある子供たちとバスでハイキング
　日新電機労働組合では、知的障害のある子供たちを、バス

を使ってハイキングに招待する活動をしています。

　「自ら汗をかいて行動するボランティア活動をしたい」と

いう組合員の思いから、28年前にこの活動が始まりました。

現在も、毎年秋に1回、「京都手をつなぐ会右京支部」の子供

たちとバスハイキングに出かけています。2003年は12月、

2004年は11月に兵庫県の公園に行き、子供たちの両親を含め

約80名が、組合員とバーベキューをして楽しい時間を過ご

しました。

　今後も地域社会

との共生という視

点から、この活動

を続けていきたい

と考えています。

「京都手をつなぐ会右京支部」の方々と楽しい時間を

　緊急事態とは、自然災害や偶発的な事故により、当社内の設

備や施設の運用に支障をきたし、その結果として当社を取り巻

く環境に影響を与えるような事態を指します。

　このような事態が発生した場合、当社では、当該部署で緊急

措置を施すと同時に、通報経路にしたがって社内外の関連部署

へ速やかに連絡・報告することを定めています。

緊急事態への速やかな対応体制

15 16

産業医による健康相談

発見者

使用もしくは保管部署
の課長

京都地区）環境管理責任者
前橋地区）前橋製作所所長

関係部署 環境部門責任者 公害防止管理者

外部機関への報告

施設の管理責任者

支援
対 策・判断

環境ISO事務局

緊急事態対応体制図



会社概要 （2004年3月末現在）
商　　　号 日新電機株式会社
設 立 年 月 1917年4月11日
本社所在地 〒615-8686　京都市右京区梅津高畝町47番地
資　本　金 10,253百万円（2004年6月現在）
売　上　高 62,702百万円（単独） 71,745百万円 （連結）
従 業 員 数 1,657人（単独） 3,566人（連結）
事　業　所 生産拠点　
 　本社
 　前橋製作所
 　久世工場
 　九条工場
 支　社
 　東京・中部・関西の3支社
 支店・営業所
 　北海道・東北・中国・四国・九州・沖縄（6支店）、
 　他１4営業所

事業と製品   日新電機グループ（日新電機（株）と関係会社26社）
                          電力機器事業（関係会社15社）
 ・受変電設備
　    配電盤、変圧器、変成器、計器、継電器、遮断器、
　　　    開閉器、ガス絶縁開閉装置、
　　　    太陽光発電システムなど
 ・調相設備
    コンデンサ設備、フィルタ設備、リアクトル、
    無効電力補償装置、瞬低・停電対策装置など
 ・制御システム
    監視制御システム、情報通信ネットワーク製品、
    車両ナンバ読取装置など
 ビーム・真空応用装置事業（関係会社11社）
    イオン注入装置、イオンドーピング装置、
    電子線照射装置、薄膜形成装置など

会社概要・企業データ
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単独 電力会社
需要先別（2003年度  単独）

官公需
一般民需 輸　出

（年度） （年度）

（年度）

75,951
71,513

80,332
74,895

65,406
60,024
66,693

61,334

71,745

62,702

3,283 3,318
3,099

3,566

1,657

2,322

ー6,523

ー7,178
ー3,415 ー3,234

1,275 1,664

2,314

41 74 206

2,229 2,180

1,709

電力会社
11.9％

輸出
15.0％
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33.7％
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39.4％

3,372

SF6

Input  Output

合計
296,787 GJ

販　売

総エネルギー投入量

I N P U T

296,787GJ

水資源投入量

エネルギー起源CO2排出量

14,203t-CO2

化学物質排出量

12.9t
総排水量

176,511m3

SF6排出量

21,895t-CO2 1,594t 69t
埋立廃棄物量リサイクル量

2,023t
総排出物量

地下水 89,988m3
上水 98,286m3

化学物質投入量（PRTR対象）

総物質投入量

20.8t
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エネルギー使用量 種類別内訳（2003年度）

電力  209,162 GJ
都市ガス  59,691 GJ

ガソリン  3,422 GJ

LPG  372 GJ
灯油  1,857 GJ

重油  21,995 GJ

軽油  290 GJ

総物質投入量とその内訳の
把握を開始しています。

（当社取扱物質数27物質の総量）

（当社取扱物質（27物質）のうち、
　大気へ放出する物質の排出量）

開発・製造・点検

総排出物の種類別割合 燃えがら　　0.1t

合計 2,023.2 t

汚泥　36.8t

廃油　151.6t

廃酸　　0.2t

廃アルカリ　 17.2t

廃プラスチック　268.1t

金属屑　919.6t
陶磁器及びガラス屑　6.1t

※ 有価物含む

鉱滓（溶断かす）　8.5t

建設廃材　　　　2.8t 

煤塵　　　　　　0.0t  

特別管理
産業廃棄物　　   7.4t   

紙屑 253.5t 

木屑  351.4t 
動植物残差等　　0.0t

産業
廃棄物

一般
廃棄物

輸  送

　

（有価物）

※

※

　当社では、環境方針に定められた重点項目に基づいて、事業活

動にまつわる環境負荷の低減に取り組んでいます。

　まず、当社での投入エネルギーのうち約70%を占める電力を

主に対象と定め、CO2排出量の削減を図っています。また、分別

計量管理システムの導入によって、埋立廃棄物量も着実に減少し

ています。さらに、温暖化への影響が大きいとされるSF6の大気

中への排出量は、ガス回収装置の導入などによって過去4年間で

1/10以下に激減し、排出率も約3.3%まで低下していますが、今後

とも重点的に排出率低減に取り組んでいきます。

参考情報
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